
⦁ CFOの⽮野と申します。
⦁ 2021年度第3四半期の業績について、「第3四半期決算報告」資料に沿ってご説明しますので、よろしくお願いいたし

ます。スライド1をご覧ください。
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⦁ 2021年度は、こちらのスライドにあるように、「Make A Fresh Start」のコンセプトの下、新経営計画元年としてのスタ
ートを切り9か⽉が経過しました。

⦁ COVID-19を経て、世の中の環境は⼤きく変化し続けていますが、グローバルに⾒て、⽣活者の⾏動や意識は当社に
とってポジティブな⽅向に変わりつつあると認識しており、こうしたニーズに的確に対応していくことで、⾜元の堅調な需要を
持続的な成⻑ドライバーへと転嫁させて⾏きたいと考えています。
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⦁ スライド2は、2021年度第3四半期の決算ハイライトです。
⦁ 左側が決算短信等で開⽰している「決算開⽰ベース」の数字ですが、第3四半期決算からは、以降のページも含めて、

こちらの「決算開⽰ベース」の数字を中⼼にご説明させて頂きます。
⦁ まず、売上収益は、昨年度はCOVID-19の影響が⼤きかったものの、そこを凌駕し、国内即席めん・国内⾮即席めん

及び海外の3事業いずれも増収となり、連結全体で前期⽐13.6％増収の4,248億円となりました。
⦁ 既存事業コア営業利益につきましては、昨年度のCOVID-19影響の反動や、主に海外における主要資材価格の⾼

騰等により、国内即席めん事業・海外事業では減益となり、連結全体でも減益となっていますが、第2四半期終了時
点で前期⽐14.8％の減益であったところから⼤きく改善し、第3四半期終了時点では前期⽐5%減益の435億円と
なりました。

⦁ 尚、今期のKPIとして掲げていた「為替⼀定・前期C-19控除後ベースでの計画+12.2％」に対しては、真ん中の列に
ある通り、+16.8％と、⾼い⽔準を堅持しています。
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⦁ スライド3は2021年度第3四半期の決算サマリーです。
⦁ 第3四半期の実績はご覧の通りですが、営業利益率は10％を超える⽔準となっている他、COVID-19以前の2019

年度との⽐較では、⑥の列の通り、売上収益と既存事業コア営業利益のCAGRは2桁の伸び、営業利益と親会社の
所有者に帰属する四半期利益のCAGRはともに9.5%の伸びとなり、⾼い⽔準での成⻑を維持しております。
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⦁ 続きまして、今回決算の既存事業コア営業利益の増減要因の全体観について、スライド4でご説明させていただきます
。

⦁ まず国内の主な要因からご説明します。
⦁ 売上収益変動については、国内即席めん、国内⾮即席めんいずれの事業においても、拡販費⽐率増加・前年同期の

COVID-19の反動等のマイナス影響があったものの、即席めん事業・低温事業を中⼼に販売ボリューム増・⾼付加価
値化によりカバーし、7億円の増益要因となりました。

⦁ 原価率変動については、資源価格は⾼⽔準にあった前年下期をさらに上回る状況が続いたものの、この影響を、プロダ
クトミックスの改善に加え、⼀部製品における容量の変更、及び記念館等の国内その他セグメントの回復などで吸収し
、合計では4億円の増益要因となっています。

⦁ 物流費⽐率変動については、継続する物流コスト上昇に対して物流効率の改善に取り組んでおり、さらにプロダクトミッ
クスの良化により、物流費⽐率が相対的に下がったこと等から2億円の増益要因となりました。

⦁ 減価償却費は、設備の更新等により6億円の費⽤増加要因に、広告宣伝費は、飲料事業における新商品の投⼊に
伴う増加や前年同期のCOVID-19の反動増により、第3四半期では昨年対⽐4億円の費⽤増加要因に、⼀般管理
費は、⼀部の営業活動が通常に戻り、前年同期のCOVID-19影響の反動等により5億円の費⽤増加要因になって
います。

⦁ 持分法損益ですが、2020年12⽉の湖池屋連結⼦会社化に伴い、前期計上されていた11か⽉分の持分法損益反
動減により4億円の減益となっています。

⦁ ⼀⽅、当該連結⼦会社化により、湖池屋の業績として前期は2020年12⽉の1か⽉分、当期は2021年4~12⽉の
9か⽉分が連結決算に反映されています。 この前期と当期の取り込み期間の差異8か⽉分を、H欄の「企業結合によ
る影響」8億円として表⽰しています。

⦁ 以上により、国内における既存事業コア営業利益は前年同期⽐2億円、0.6%増益の367億円となっています。
⦁ 続いて海外についてご説明します。
⦁ 売上収益変動では、⽶州地域、中国地域を中⼼とした海外全地域における増収により90億円の増益要因となってい

ます。ここには⽶州地域における価格改定の影響も含まれています。
⦁ 原価率変動については、⼩⻨、パーム油をはじめとした世界的な資材価格⾼騰により、⽶州地域、中国地域をはじめ

として全地域で費⽤増となっています。
⦁ 昨年度下期から⾼⽔準が続いており、昨年度対⽐の影響は徐々に緩和されてきているものの、第3四半期累計では

65億円の減益要因となっています。
⦁ ⾜元1-3⽉期では更なる資材価格⾼騰の可能性も想定されていますが、これらに対しては価格改定の他、プロダクトミ

ックスの改善、⼀部製品における容量の変更等に取り組むことで対応しています。
⦁ 物流費⽐率変動については、主に⽶国において、労働⼒不⾜に起因する物流単価の上昇や海上運賃の上昇等、運

送費の⾼騰が継続しており、12億円の減益要因となっています。
（次ページへ続く）
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⦁ 減価償却費は主に中国地域および⽶州地域において増加したことで7億円の減益要因となっています。
⦁ ⼀般管理費は、前年同期のCOVID-19影響の反動や⼈件費の増加等により海外全地域で増加、14億円の減益

要因となっています。
⦁ 持分法損益については、持分法適⽤会社においても前年同期のCOVID-19影響の反動や資材価格⾼騰の影響を

受け減益となっていること、またマルベンフードホールディングス社において7-9⽉期に取り込んだ追徴課税の影響等により
、14億円の減益となっており、海外における減益の⼤きな要因となっています。

⦁ 以上により、海外における既存事業コア営業利益は前年同期⽐22億円、16.8%減益の109億円となっています。
⦁ また、調整額として前年同期⽐3億円の減益となっていますが、これは主にグループ関連費⽤が増加したことによるもの

です。
⦁ 調整額を加味した連結ベースでの既存事業コア営業利益は、前年同期⽐23億円、5%減益の435億円となっていま

す。

⦁ スライド5は2021年度第3四半期のセグメント別の決算サマリーです。
⦁ こちらも、左側の「決算開⽰ベース」の数字にもとづき説明します。
⦁ 連結全体では、ここに記載のある通りの結果ですが、特筆すべきこととして、第3四半期単体で⾒ると、第2四半期に前

期⽐プラスに転じた国内事業に加え、第2四半期まで減益となっていた海外事業も増益に転じています。
⦁ 具体的には、国内が第2四半期の＋11億円から＋14億円へ改善した他、海外は第2四半期の△18億円から＋11

億円へ改善し、国内・海外合計で25億円の対前年度⽐増益となっています。
⦁ これは、海外において、6ページにお⽰ししている通り、全ての地域で売上収益が2ケタで伸びていることに加え、価格改

定が浸透し、利益⾯でも着実に貢献していることの証左であると考えています。
⦁ 尚、各事業セグメントの売上収益・コア営業利益の実績詳細、および主な増減要因については、7ページから9ページに

かけて記載しておりますので、後ほど、または適宜のタイミングでご覧頂ければと思います。
⦁ 国内即席めん事業では⽇清⾷品セグメント、明星⾷品セグメントいずれも売上好調であり、売上収益は1,864億円、

前年同期⽐35億円、1.9%の増収だった⼀⽅、利益⾯では前年同期のCOVID-19影響の反動に加え、資材価格
の⾼騰による原材料費の増加等によりコア営業利益は285億円、前年同期⽐12億円、3.9%減益となっています。

⦁ なお、COVID-19以前の2019年度第3四半期コア営業利益実績247億円からのCAGRは7.3%であり、順調に成
⻑していると考えています。

⦁ 国内⾮即席めん事業では、低温事業、菓⼦事業において売上が引き続き好調に推移していることに加えて、2020年
12⽉の湖池屋の連結⼦会社化が影響し、売上収益は1,132億円、前年同期⽐で295億円・35.2%の増収となり
ました。また、コア営業利益は65億円となり、前年同期⽐4億円、6.5%の増益と、引続き順調に推移しています。
（次ページへ続く）
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⦁ 海外事業については、全地域で販売が増加していますが、中でも販売数量の増加や価格改定の影響等により⽶州地
域と中国地域で売上が⼤きく増加し、海外事業全体として増収となりました。

⦁ ⼀⽅、利益⾯では、前年同期のCOVID-19影響の反動に加え、世界的な資材価格の⾼騰、⽶国における物流費
の増加等のマイナス要因を増収効果で吸収することができず、減益となりました。

⦁ 海外の主要な地域の概要ですが、先ず、⽶州地域は、⽶国は既存商品の収益⼒の向上に加え、プレミアム商品の提
案強化に取り組んでおり、トップライン及びシェア・プレゼンスを拡⼤している中、プレミアム製品が好調に推移し、また値
上げの効果もあり+3%の増収となりました。

⦁ メキシコでは主⼒商品「CUP NOODLES」の販売数量増加や値上げ効果により+21%の増収となりました。
⦁ また、ブラジルでも、主⼒商品の販売数量増加に値上げの影響も加わり、+30%と⼤幅な増収となっています。
⦁ ⼀⽅で、コア営業利益は、売上増や価格改定による販売単価増・プレミアム商品の販売増等の増収効果があったもの

の、主要原材料費の⾼騰や、主に⽶国における物流費、⼈件費の増加等を吸収できず、前年同期⽐14億円、
34.5%減益の26億円となりました。

⦁ ⽶国では資材価格⾼騰による原材料費の増加のほか、ドライバー不⾜による物流費単価や海上運賃の上昇による物
流費の増加、労働⼒不⾜による⼈件費増加といったマイナス要因を、プレミアム製品好調によるプロダクトミックス良化
や価格改定による売上増加でカバーできず、⼀時的に⾚字になりましたが、価格改定の効果も出てきており、昨年度と
の較差は着実に縮まってきています。

⦁ メキシコではCUP NOODLES販売増や価格改定、⽣産効率の改善等により原材料⾼をカバーし、増益となりました。
⦁ ブラジルでも、主要原材料⾼を販売数量増や価格改定効果が上回り、増益となりました。
⦁ 中国地域の売上収益は、前年同期⽐47億円、13.3%増収の400億円となりました。
⦁ ⾹港では袋めんの売上は伸び悩むもカップめんは回復基調にあり、3%の増収となりました。
⦁ ⼤陸では「カップヌードル」群の販売が引き続き好調で、5%の増収となっています。
⦁ 利益⾯については、中国地域のコア営業利益は前年同期⽐+4億円、+10.5%増益の43億円となりました。
⦁ ⾹港では資材価格⾼騰等の影響が増収効果等を上回り、減益となった⼀⽅、⼤陸でも同様に資材価格⾼騰の影響

をカップめんの販売ボリューム増加や、⼝径変更によるコスト削減等により吸収し、増益となりました。
⦁ なお、今回の資料より、⽶州地域及び中国地域のエリア別売上収益及び販売⾷数に関して、前年度対⽐及び前四

半期対⽐を記載しておりますので、詳しくは7ページをご覧ください。
（スライド10へ続く）
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• スライド10は、国内事業および海外事業における価格改定の実施状況をまとめたものです。
• パーム油や⼩⻨といった主な資材価格は、2021年度計画策定時を上回るペースで上昇しています。
• 海外事業においては、P4でお⽰ししたように、第3四半期で原価率変動は昨年度対⽐▲65億円の悪化となっており、この

太宗が資源価格⾼騰によるものですが、⾼付加価値戦略の推進や価格改定を適宜実施することで、このコスト増を吸収
してまいります。

• 価格改定の効果は、コスト増の後追いになる傾向があるものの、最終的には、このコスト増をカバーできると考えています。
• 国内事業では、⼩⻨価格上昇の影響は1⽉以降に本格化しますが、実際にその影響が出てくるのは2022年度からとなり

ます。
• そのため、2021年12⽉に既に発表しております⽇清⾷品チルドおよび⽇清⾷品冷凍に加え、昨⽇、2⽉3⽇に発表して

おりますとおり、⽇清⾷品に関しても、6⽉1⽇出荷分から、希望⼩売価格の5〜12％の価格改定を実施させて頂くことと
いたしました。

• 現時点では、⾜元の売上は順調に伸びており、1⽉以降のコスト増の影響は⾃助努⼒含め、コントロール可能な範囲であ
り、2021年度事業計画については当初どおりの着地を⾒込んでいます。

• 以上を通じて、連結での2021年度事業計画は、売上収益・コア営業利益ともに期初計画の達成を⾒込んでいます。
• 尚、2022年度通期計画については、現在策定中で詳しいことはお話できませんが、⾜元の原材料コストは、企業努⼒を

上回るペースで上昇しており、国内・海外ともに、価格改定や製造原価低減等の対策をしっかり講じ、⾜元のコスト⾼を吸
収し、中⻑期成⻑戦略で掲げている既存事業全体の「利益成⻑⽔準Mid-single Digit」での持続的な成⻑を達成して
いく計画です。
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• スライド11でサステナビリティ関連について説明させて頂きます。
• 2021年11⽉実施の第2四半期決算説明会では、主に全社の環境戦略EARTH FOOD CHALLENGE2030の進捗

状況についてお話しさせて頂きました。今回は、前回の決算説明会以降の主要なトピックス2つを紹介させて頂きます。
• まず2021年12⽉に⾏われました「東京栄養サミット」に合わせ⽇清⾷品グループの 「栄養改善」 と 「持続可能な⾷料シ

ステム」 の実現に向けたコミットメントを発表いたしました。
• 「過栄養」「低栄養」といった栄養と健康にまつわる課題は特に注⽬を集めており、従来取り組んできた⾷品安全に加え、

当社にとっても極めて重要な課題と認識しております。
• これらの重要課題を踏まえ、この度⽇清⾷品グループは創業時からの“4つの創業者精神”のもと、「ウェルネス製品」、「⾷

物アレルゲン検査」、「代替⾁」、「⾷品廃棄物」についてコミットメントを策定いたしました。
• 当社グループでは、⾷を通じたウェルネスについて多⾓的な取り組みを⾏っていくことで、世界の栄養不良の⼆重負荷の解

決に寄与したいと考えております。
• 過栄養の問題については、過剰摂取が健康に悪影響を与える成分を削減することで、そして低栄養の問題については、ビ

タミン・ミネラル・⾷物繊維等の健康に良い成分を強化することで、健康価値・栄養性を⾼めます。
• これまではいくつかの健康に配慮した製品の販売はしていますが、今後はさらにウェルネスのカテゴリーでの展開を積極的にし

ていきたいと考えております。
• また、アレルゲン検査の精度や検査数を⾼めていくことで、⾷品アレルギーをお持ちの⽅でも、幅広い選択肢の中から安⼼し

て⾷品を選んでいただき、栄養バランスの良い⾷事が摂れるようサポートしてまいります。
• これらの取り組みを中⼼に、⽇清⾷品グループは様々なステークホルダーと協働しながら、世界中の⼈々のウェルネスに多⾓

的にアプローチし、栄養不良の⼆重負荷をはじめとする栄養・健康課題の解決を⽬指してまいります。
• 次に、右側にお⽰ししておりますESG関連ですが、⽇清⾷品グループは「Dow Jones Sustainability index」のアセスメ

ントスコアを改善KPIとして活⽤しており、2021年度についても前年に引き続きワールドindexに選定頂くことが出来ました
。

• ⾷品カテゴリーは世界で7社が構成銘柄として選定されております。
• "健康と栄養" "環境報告" "気候変動戦略" "社会貢献・慈善活動" などが評価されています。⽇清⾷品グループは、こ

れからも持続可能な社会の実現と企業価値の向上に努めていきます。
• 以上にて、2021年度第3四半期の決算報告といたします。

11



12



13



14



15



16



17



18



19


